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長寿命化工事の実施フロー

①施設の機能診断

②長寿命化の実施について活動組織内の合意形成

③施設所有者・施設管理者との協議

④見積徴収

⑤活動計画の作成

⑥活動計画認定申請（活動組織→市町村）

⑦活動計画の認定（市町村→活動組織）

⑧交付申請（活動組織→市町村）

⑨交付決定（市町村→活動組織）

⑩工事契約・工事の実施

⑪完成検査

⑫財産の管理・譲渡等

※ここまでは、交付申請する前年までに行う準備です

※⑥～⑨実施フロー項目のみ
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工事の内容を決定する大切な

段階です。

①施設の機能診断

組織で管理している水路などの施設につ
いて、機能診断を行い、どの施設について、
どれくらい、どのような工事が必要か、記
録を残して判断します。
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機能診断結果をもとに、組織内で工事の実施内容や実施順等について合
意形成を図ります。

（施工予定位置と予定年度を記した図面の例）

②長寿命化の実施について活動組織内の合意形成
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個人の財産である場合

→共同活動で実施することが妥当なのか、検討します。

市町村が所有者または管理者の場合

→対象施設の管理を担っている部署や財産管理している部署に事

前協議を行い、工事施工後の確認検査、財産の取扱や譲渡に必

要な書類等（平面図、構造図、出来形図等）について確認します。

土地改良区が所有者または管理者の場合

→「工事に関する確認書」(実施要領様式第1-5号）にて確認し、

市町村へ提出します。また、譲渡に必要な書類を確認しておきま

す。

「工事に関する確認書」は、活動の手引きP.32（R5.6月）を参照

してください。

③施設所有者・施設管理者との協議

水路、農道、ため池などの施設には、土地の所有者や施設の管理者がいます。
工事を実施する前に、所有者や管理者を確認し、工事についての協議を行って
おく必要があります。
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！長寿命化でため池の工事を予定している場合！

法律名 農業用ため池の管理及び保全に関する法律 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に
関する特別措置法

内容 施設の所有者等（所有者、管理者）や行政機関
の役割分担や責任の所在を明らかにした

防災工事を重点的に推進するため、国が必要な財
政措置等を行うことが規定された

決壊時に下流に影響を及ぼすた
め池

特定農業用ため池（防災重点農業用ため池のう
ち個人や土地改良区等が所有及び管理する池）

防災重点農業用ため池

ため池工事を行う場合 特定農業用ため池で、堤体の掘削などを行う場
合は県知事の許可を得る必要がある（第８条行
為の制限）

防災重点農業用ため池は、国・地方公共団体が管
理しているため、管理者がため池設計基準に基づ
き改修等を行う

注意点 活動組織が長寿命化で該当ため池の活動を予定
している場合は県に協議

市町村等が管理する防災重点農業用ため池は、安
全面から管理者以外の工事を想定していない

近年の大雨で多くの農業用ため池が決壊し人的被害を含む甚大な被害が発
生したことから、ため池に関する２つの法律が施行されました。
ため池に関する工事は、国の設計基準に基づく改修でなければならない場

合や県知事の許可が必要な場合があるため、予定している工事内容について、
必ず事前に市町村担当者に確認をお願いします。

農業用ため池の管理及び保全に関する法律 第８条

農林水産省HP 農業用ため池の管理及び保全に関する法律リーフレットより抜粋

※特定農業用ため池＝防災重点農業用ため池のうち
国・地方公共団体以外が所有管理するため池
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正当な価格で工事を実施するため、３者以上の見積をとります。

施設所有者・施設管理者との協議で必要となった書類の作成について、施
工業者と打合せしてください。

④見積徴収

①施設の機能診断～④見積徴収までは、長寿命化を実施する前年度までに行います。
長寿命化を実施したい年度に、以下の手続きを行います。

⑤活動計画の作成
⑥活動計画認定申請
⑦活動計画の認定
⑧交付申請
⑨交付決定
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・活動組織は、様式第1-3号活動計画書の（別紙１）Ⅱの３の（３）の資源向上支払（長寿命化）に
「施設区分」「活動項目」「活動内容」などを記載します。

・工事１件あたり200万円以上になることが明らかな場合は、「長寿命化整備計画書」を提出します。
→実施要領 様式第1-4号

様式第1-3号（別紙１）Ⅱの３の（３）

⑤活動計画の作成

！工事１件あたり200万円以上の活動を実施する場合！

← 県要綱基本方針より一部抜粋

４ 資源向上支払交付金
（施設の長寿命化のための活動）に
関する事項

※200万円以上の工事の場合、原則として他の国庫補助事業を優先してください。各種事業については、市町村及び
農林事務所へ問い合わせください。

様式第1-4
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⑩工事契約・工事の実施
⑪完成検査

・工事を実施したら、完成図書（施工写真や図面など）を施工業者から受け取り、見
積の内容どおり（例：水路であれば、水路の規格や延長）に施工されているか、現
地にて確認します。

・一部直営施工又は直営施工として交付金を交付されている場合は、直営施工した内
容の記録や写真などを整理しておきます（直営施工の場合、直営施工しない場合よ
りも交付金が多い※です。直営施工の部分を確認できない場合、交付金返還となる場
合もありますので、確認できる書類を残しておく必要があります。）。
※多面的機能支払交付金実施要綱別紙２の第６の（２）による

工事完了時に施工業者から受け取る「出来形図（実績図）」の記載例
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実施要領様式第1-10号

⑫財産の管理・譲渡等

・交付金を使って整備した水路等の施設は、財産となります。
財産の詳細を明らかにしておくため、財産管理台帳（様式第1-10号）に記載
します。

・所有者が土地改良区等の施設を協議を経て改修した場合、速やかにその財産を
元の所有者に譲渡する必要があります。③施設の所有者・施設管理者との協議
の時点で、譲渡をどのようにするか決めておきます。

ここの記載方法について、
次ページで説明します-９-



耐用年数と財産の処分制限期間について

・多面的機能支払交付金により更新等をおこ
なった施設（財産）については、期間終了後に
おいても事業計画認定時の条件や工事に関する
確認書や農林畜水産業関係補助金等交付規則別
表（第５条関係）の耐用年数に基づき、所有者
や管理者が適切に管理することになります。

・処分制限期間内に、施設を撤去すると、交付
金の返還にあたる場合がありますので、事案が
ある場合には、事前に市町村にご相談ください。

活動の手引き P.44～45に財産の耐用年数の表が掲載されています。例えば、
コンクリート製水路であれば１７年となっています。工事完了から耐用年数
が満了するまでが処分制限期間となります。
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